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１ 策定の背景と基本的な考え方 

○ 区は、平成２５年に「待機児童対策緊急推進プラン」を策定し、それまでにないペースで

認可保育所を中心として東京都認証保育所、区保育室等の施設整備を進め、平成２５、２６

年度で合計１，８７９名分の定員を確保してきた。これにより、平成２５年４月に２８５名

であった待機児童数を、平成２７年４月には、４２名までに減少させることができた。 

 

○ 平成２７年度は、待機児童の解消に向け、実行計画に基づき、認可保育所を中心に区保育

室も合わせ１，１２０名分の保育施設を整備することとしていた。しかし、保育事業者が自

ら土地・建物を確保して開設を提案する件数が、想定を下回ったことなどから、認証保育所

等を含めても約７００名分の整備にとどまった。 

 

○ 一方、平成２８年４月の認可保育所入所申込者は、就学前児童人口の増加や女性の社会進

出の高まりなどを受け、前年比で約１割の増加の３，９７５名と予想以上の増加となった。

その結果、平成２８年４月時点の待機児童数は０歳児４１名、１歳児８１名、２歳児１４名

の計１３６名と、昨年より１００名近く増加することとなった。 

 

○ さらに、平成２９年４月の入所申込者数の増加が見込まれる中、平成２８年度当初予算（予

算の訂正前）による整備計画（以下「当初計画」という）にとどまれば、次年度以降、待機

児童が一層増加していくことは確実である。こうした状況の下、早急に追加整備を行う必要

があるが、保育事業者からの開設提案を中心にした施設整備では、平成２９年４月に必要な

保育定員を確実に確保することが望めない。 

 

○ そこで、平成２９年４月に確実に待機児童を解消するため、区が保有する土地・建物を活

用して、これまでにない規模で保育施設を整備することとし、広く区民に理解と協力を求め

るため、本年４月１８日に「すぎなみ保育緊急事態宣言」を行った。 
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○ 施設整備に当たっては、区民のニーズが高く年々入所申込者が増加しているにもかかわら

ず、整備率（就学前児童人口に対する認可保育所定員数の割合）が２３区中２０位（平成 

２７年４月現在）と、他区に比べて整備が大幅に遅れている認可保育所を基本として、待機

児童が多く見込まれる０～３歳児を中心に定員の増加を図る。 

 

○ 安心して育児と仕事を両立できる社会を実現するためには、育児休業制度の充実をはじめ、

国を挙げた取組が不可欠であると考えるが、基礎自治体である区としては、保育需要の増加

に対応し、保育施設の整備等に精力的に取り組んでいく。 

 

２ 位置付け 

○ 平成２９年４月の待機児童解消に向け、実行計画の計画量を上回る量の保育施設の整備等

を緊急に進めるための平成２８年度の対策をまとめたものである。 

 

○ なお、平成２９年度以降の取組は、今年度行う実行計画の改定において、明らかにする。 
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３ 待機児童数の推移と平成２９年４月の保育需要数等の見込み 

平成２９年４月の待機児童数等については、平成２５年４月から平成２８年４月までの就学

前児童人口や保育施設在籍者数の実績等を踏まえ、以下のとおり見込むこととする（表１）。 

（表１）待機児童数等の見込み 
 

２５年４月 ２６年４月 ２７年４月 ２８年４月 
２９年４月 

（見込み） 

①就学前児童人口 ２２，７００名 ２３，２０７名 ２３，９９６名 ２４，７７７名 ２５，８８９名 

②保育需要数（③＋④） ７，３５５名 ７，８５７名 ８，５５１名 ９，４０５名 １０，８３１名 

③保育施設在籍者数 ７，０７０名 ７，７４１名 ８，５０９名 ９，２６９名 １０，８３１名 

④待機児童数 ２８５名 １１６名 ４２名 １３６名 ０名 ※1 

⑤保育需要率（②／①） ３２．４％ ３３．９％ ３５．６％ ３８．０％ ４１．８％ 

⑥保育定員等 ７，１１８名 ８．０３７名 ８，９９７名 ９，７０９名 １１，９２９名※1 

※１ 当初計画に加え、「４ 緊急対策」を実行した場合の数値 

※２ 算出の考え方 

 ① 就学前児童人口 ＝ 各年４月１日現在の住民基本台帳による０～５歳児の人口  

 ② 保育需要数 ＝ ③保育施設在籍者数＋④待機児童数 

         （ただし、平成２９年は、平成２５年４月から平成２８年４月までの保育施設在籍 

         者数と認可保育所入所申込者数の実績等に基づき見込数を算出） 

③ 保育施設在籍者数 ＝ 認可保育所（小規模保育事業を含む）、東京都認証保育所、区保育室、グル 

ープ保育室、家庭福祉員、認定子ども園、区立子供園(長時間保育)、私立幼 

稚園預かり保育の在籍者数 

④ 待機児童数 ＝ 平成２８年までは区独自基準に基づく実績 

（ただし、認可保育所は、歳児毎に専用の保育室が設けられ、将来の年齢進行も考

慮する必要があるため、４・５歳児用のスペースに余裕があったとしても、そのス

ペースをそのまま０～３歳児用とすることはできない。平成２６年以降、⑥保育定

員等が②保育需要数を上回っているにもかかわらず、待機児童が発生しているのは、 

４・５歳児の定員が充足している一方で、０～３歳児の定員が不足していることに

よる。） 

⑤ 保育需要率 ＝ ②保育需要数／①就学前児童人口 

⑥ 保育定員等 ＝ 認可保育所（小規模保育事業を含む）、東京都認証保育所、区保育室、グループ保 

育室、家庭福祉員、認定子ども園、区立子供園(長時間保育)、私立幼稚園預かり保 

育の保育定員数 

（ただし、平成２９年４月は、認可保育所等において１ヶ月単位で児童を預かる

定期利用保育の利用枠を含む。） 

 

年次 
区分※2 
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４ 緊急対策 

（１）区立施設の活用などによる保育定員等の確保 

平成２９年４月の待機児童解消に向け、短期間で確実に認可保育所を基本とした施設整備を

進めるため、保育事業者からの提案のみに頼ることなく、区が保有する土地・建物を提供するこ

とにより、保育事業者による整備を促進する。 

また、大幅な保育需要の増加が見込まれる１～３歳児の定員を確保するため、新設当初

には入所が見込みにくい認可保育所の４・５歳児用のスペースや、区立施設の一部を活用

して、定期利用保育を実施する。 

① 平成２８年度当初予算の訂正及び平成２８年度補正予算第１号により整備する施設 

平成２８年１月末時点で、４月の待機児童数は１２０～１９０名になることが見込ま

れた。今後、就学前児童人口の増加が見込まれること、これまでの実績等から保育需要

も増加が見込まれることを勘案すれば、当初計画のままでは平成２９年４月時点で、さ

らに待機児童が増加することは確実であることから、緊急対策第一弾として、３２０名

分の施設整備を計画化した（表２）。 

 

（表２）平成２８年度当初予算の訂正及び平成２８年度補正予算第１号により整備予定の 

施設一覧 
 

 施設名等 所在地 種 別 
保育定員等 

（予定） 

１ 遊び場１０９番 上井草四丁目6番 

認可保育所 

１００名 

２ 成田西二丁目用地 成田西二丁目24番 １００名 

３ 宮前自転車集積所 宮前二丁目24番 １００名 

４ 旧和田堀会館 堀ノ内二丁目22番 定期利用保育 ２０名 

合  計 ３２０名 
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② 平成２８年度補正予算第２号等により追加整備する施設 

当初計画による整備に加え、前記①の整備を行ったとしても、平成２８年４月の待機

児童の確定値等を踏まえると、０～３歳児で５６０名を超える待機児童の発生が見込ま

れる（表３）。 

この分の定員をできる限りニーズの高い認可保育所で確保するために、将来の年齢進

行を考慮して、現在は待機児童が発生していない４・５歳児分の定員と合わせて８２０

名規模の認可保育所を整備する。さらに待機児童解消を確実に実現するために、一定数

を小規模保育事業等で確保することとし、緊急対策第二弾として全体で１，１００名を

超える規模の施設整備等を行う（表４・表５）。 

その結果、平成２８年度中に、当初計画及び緊急対策第一弾と合わせて２，０００名

を超える規模の保育施設整備等を行う（表６・表７）。 

なお、保育事業者からの開設提案による整備の促進も図るため、リーフレット等により、土

地・建物の有効活用を検討している所有者等に保育施設用地としての活用を呼びかけ、提

供された情報を区ホームページ等で保育事業者に周知する。 

（表３）当初計画と緊急対策第一弾を実行した場合の平成２９年４月の待機児童数見込み 
 

０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合 計 

①保育需要数 

※１ 

（前年度比） 

１，１０６名 

(１１７．５％) 

２，１６８名 

(１１９．１％) 

２，１９５名 

(１１９．６％) 

２，０４６名 

(１２１．３％) 

１，７３５名 

(１０６．６％) 

１，５８１名 

(１０６．０％) 

１０，８３１名 

(１１５．２％) 

②保育定員等 １，０５４名 １，８６１名 ２，０８８名 １，９４７名 １，９２４名 １，９１４名 １０，７８８名※２ 

③待機児童数

①－② ※３ 
５２名 ３０７名 １０７名 ９９名 ０名 ０名 ５６５名 

※１ 算出の考え方 

０歳児は平成２７年７月から２８年６月までの母子健康手帳発行状況（２８年４月以降は見込み）

から想定される人口と、平成２５年４月から２８年４月までの保育施設在籍者数や認可保育所入所

申込者数の実績等を踏まえ、見込数を算出 

１～５歳児は２８年４月の就学前児童人口を年齢進行させた上で、過去の転出入の状況も加味し

て想定される人口と、保育在籍者数や認可保育所入所申込者数の実績等を踏まえ、見込数を算出 

※２ 平成２８年４月１日時点の保育定員等（９，７０９名）に、当初計画（７５９名）と平成２８

年度当初予算の訂正及び平成２８年度補正予算第１号（３２０名）を加えたもの 

※３ 保育需要数から保育定員等を引いたもの。保育定員等が保育需要数を上回っている４・５歳児に

ついては０名と表記 

区分 
歳児 
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（表４）平成２８年度補正予算第２号により追加整備予定の施設一覧 
 

 
施設名等 所在地 種 別 

保育 

定員等 

（予定） 

１ 久我山東原公園（一部） 久我山五丁目12番27号 

認
可
保
育
所 

８０名 

２ 向井公園 下井草三丁目13番7号 １２０名 

３ 高井戸みどり公園（一部） 高井戸西一丁目9番4号 １２０名 

４ 井草地域区民センター中庭 下井草五丁目7番22号 １２０名 

５ 天沼中学校隣接用地 本天沼三丁目10番20号 １００名 

６ 旧杉並中継所管理棟駐車場 井草四丁目15番 ８０名 

７ 土木材料置場 成田西三丁目8番 １００名 

小    計 ７２０名 

８ 善福寺だいかんやま公園 善福寺二丁目26番22号 

定
期
利
用
保
育 

２５名 

９ 高齢者活動支援センター（一部） 高井戸東三丁目7番5号 １５名 

10 北公園緑地事務所資材等置場 下井草四丁目21番8号 ２０名 

11 職員住宅久我山寮 久我山五丁目24番19号 １５名 

小    計 ７５名 

合    計 ７９５名 
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（表５）保育事業者からの開設提案による整備等 

種  別 

保育定員等 

（平成２８年４月末 

 時点での見込み） 

認可保育所 １０２名 

小規模保育事業 １５４名 

定員調整等 ※ ９０名 

合  計 ３４６名 

※ 定員変更等による定員確保、新設認可保育所等の４・５歳児のスペースを活用した定期利用保

育による１～３歳児の利用枠確保 

 

③ その他の取組 

前記①及び②による整備等のほか、区内の社会福祉法人や企業に対し、事業所内保育

所の設置を促すとともに、設置の際には、従業員以外の区民も利用できる地域枠を提供

するよう要請する。 

また、０～２歳児までを対象としている小規模保育事業などの卒園者の受け皿を確保

するため、私立幼稚園に対し、国の補助が拡充されることを契機と捉え、さらに長時間

保育の導入を働きかける。 
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（表６）平成２８年度整備予定の施設等（総括表） 

種 別 

保育定員等（予定） 

計 当初計画 

（参考資料４） 

緊急対策 

第一弾 

（表２） 

第二弾 

追加整備（表４） 開設提案等（表５） 

認可保育所 

（施設数） 

７５９名 

（１１か所） 

３００名 

（３か所） 

７２０名 

（７か所） 

１０２名 

（２か所） 

１，８８１名 

（２３か所） 

小規模保育事業    
１５４名 

（７か所） 

１５４名 

（７か所） 

定期利用保育  ２０名 ７５名  ９５名 

定員調整等    ９０名 ９０名 

計 ７５９名 ３２０名 

７９５名 ３４６名 

２，２２０名 

１，１４１名 

 

 

 

 

 

（表７）平成２９年４月の保育定員等の歳児別内訳（予定） 
 

０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合 計 

①平成２８年４

月の保育定員 
９７６名 １，７０４名 １，８９７名 １，７３２名 １，７０５名 １，６９５名 ９，７０９名 

２８
年
度
整
備
予
定 

当初計画 ４８名 １０５名 １３３名 １５５名 １５９名 １５９名 ７５９名 

緊急対策 

第一弾 
３０名 ５２名 ５８名 ６０名 ６０名 ６０名 ３２０名 

緊急対策 

第二弾 
１２５名 ３６７名 ２５０名 ２４１名 ８０名 ７８名 １，１４１名 

② 計 ２０３名 ５２４名 ４４１名 ４５６名 ２９９名 ２９７名 ２，２２０名 

平成２９年４月

の保育定員等 

(①＋②） 

１，１７９名 ２，２２８名 ２，３３８名 ２，１８８名 ２，００４名 １，９９２名 １１，９２９名 

歳児 
定員等 
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（２）保育の質の維持及び保育人材の確保の支援 

① 保育の質の維持 

区における認可保育所の人員配置や面積基準については、国基準に基づいたものとして

いるが、０歳児と１歳児については、従前から国基準を上回る基準を設定し、保育環境の

充実を図っている（表８）。 

国の緊急対策（「待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策について」平成２８年３

月２８日厚生労働省）においては、認可保育所の人員配置や面積基準について、国の定め

る基準を上回る基準を設定している区市町村において、国の基準を上回る部分を活用して、

一人でも多くの児童を受け入れるよう区市町村に要請している。しかし、区においては、

現在の保育水準を維持するとともに、保育士等の労働環境を保持するためにも従来の区基

準を堅持する。 

また、現在働いている保育士等のスキルアップ・就労継続を図るため、区内の私立保育

所団体などが実施する研修の充実を支援する。 

（表８）認可保育所における人員配置及び面積基準の比較 

項  目 国基準 区基準 

保育士１名当たりの１歳児の保育定員 ６名 ５名 

０歳児１名当たりの面積 ３.３㎡以上 ５.０㎡以上 

 

② 保育人材の確保の支援 

 国の緊急対策においても保育人材の確保の概要が示されているが、区としては、国の動

向も注視しつつ、保育事業者による保育士の採用や離職防止に向けた取組への支援などを

行う。 

ア 保育士養成機関等の新卒者を対象とした採用支援 

・ 大学や専門学校などの保育士養成機関に対し、区内で保育施設の新設を予定してい

る保育事業者の情報を記載したリーフレットの配布やポスターの掲示などを依頼し、

新卒者への求人内容の周知を行う。 
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・ 区内の保育施設開設に関する情報を周知するため、保育事業者が実施する新卒者向

け説明会や見学会などを支援する。 

イ 潜在保育士を対象とした採用支援 

・ 保育現場から長期間離れているなどの、いわゆる潜在保育士を対象として、保育事

業者が実施する不安を解消するための職場体験等の研修を支援する。 

ウ 現在働いている保育士を対象とした離職防止に向けた取組 

・ 区内の保育施設に勤務する保育士が育児休業を取得後、円滑に職場へ復帰できるよ

う、平成２９年４月入所申込から、復職者が保育施設に優先入所できる仕組みを設け

る。 

エ その他人材確保のための取組 

・ ハローワークとの連携による合同就職相談・面接会のほか、新たに区独自の相談会

を開催する。 

・ 区が提供する区内事業所の求人情報サイト「就職応援ナビすぎなみ」の保育士に関

する求人情報を入手しやすくなるよう、検索方法などの改善を図る。 
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１ 認可保育所入所申込者数の推移    

     

25年4月 26年4月 27年4月 28年4月

８６４名 ９６１名 １，０７１名 １，２１４名

21.7% 23.1% 23.9% 26.1%
１，１９４名 １，２９２名 １，３４５名 １，５９７名

30.1% 32.3% 32.2% 35.9%
５８９名 ６７７名 ６１４名 ６０１名

15.3% 17.4% 15.6% 14.6%
３３２名 ３５２名 ４３７名 ３８０名

9.0% 9.2% 11.3% 9.7%
１０２名 １０８名 １３６名 １３４名

2.9% 2.9% 3.6% 3.5%
５４名 ３８名 ３１名 ４９名

1.5% 1.1% 0.8% 1.3%
３,１３５名 ３,４２８名 ３,６３４名 ３,９７５名

13.8% 14.8% 15.1% 16.0%
合　計

０歳児

１歳児

２歳児

３歳児

４歳児

５歳児

 
※各年の上段は申込者数、下段は申込率（認可保育所申込者数÷就学前児童人口） 

 

２ 保育定員等 

 

※ その他定員等…小規模保育事業、家庭的保育事業、事業所内保育事業、東京都認証保育所、 

区保育室、グループ保育室、家庭福祉員、認定子ども園、区立子供園(長時間保育)、 

私立幼稚園預かり保育 

平成２９年４月は、定期利用保育の利用枠を含む。 

 

参考資料 

歳児 
年次 
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３ 認可保育所数及び整備率 
 

２５年度 ２６年度 ２７年度 

認可保育所数※１ ５７箇所 ６２箇所 ７４箇所 

認可保育所整備率※２ 

（２３区における順位） 

２４.６％ 

（２０位） 

２６.３％ 

（２１位） 

２８.９％ 

（２０位） 

※１ 分園及び休園を除く。 

※２ 認可保育所定員数／就学前児童人口（外国人を除く） 

 

４ 当初計画による整備予定の施設一覧 

 計画名 所在地 種 別 
保育定員等 

（予定） 

１ 阿佐谷北三丁目計画 阿佐谷北三丁目29番 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

認
可
保
育
所 

１００名 

２ 井草一丁目計画 井草一丁目6番 ６０名 

３ 和泉三丁目計画 和泉三丁目4番 ６０名 

４ 
梅里二丁目計画 

（馬橋保育園仮移転に伴う定員増） 
梅里二丁目34番 ２４名 

５ 永福二丁目計画 永福二丁目17番 ６０名 

６ 上高井戸計画 久我山一丁目4番 ８０名 

７ 久我山五丁目計画 久我山五丁目4番 ８０名 

８ 善福寺一丁目計画 善福寺一丁目16番 ８０名 

９ 
成田東四丁目計画 

（阿佐谷南保育園仮移転に伴う定員増） 
成田東四丁目9番 ５名 

10 本天沼二丁目計画 本天沼二丁目42番 ６０名 

11 旧大宮前体育館計画 宮前二丁目11番 １４０名 

小  計 ７４９名 

阿佐谷北三丁目計画及び旧大宮前体育館計画は、事業者の提案により保育定員等を

合計して１０名増加 

１０名 

合  計 ７５９名 

 

項目 
年度 


